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第３回（１１月） 「受け入れ体制」・「国際会議の誘致」

（２００９年）
第４回（１月） とりまとめ

（２月頃） 戦略会議への報告
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観光立国推進戦略会議
（平成１６年５月１７日、観光立国関係閣僚会議申合せ）

１．趣旨
観光立国実現のための施策を効果的かつ総合的に実施するため、
学識経験者で構成する観光立国推進戦略会議（以下、「会議」とい
う）を開催する。

２．開催方法
「観光立国関係閣僚会議」の下に会議を開催する。

３．構成及び運営
(1) 会議は、観光に関する有識者から構成する。
(2) 会議には、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求める

ことができる。
(3) 会議の下に、観光に関する実務等について、専門的観点から

検討を行うため、観光実務に関するワーキンググループを開
催する。

４．観光立国推進戦略会議メンバー

牛尾 治朗 ウシオ電機㈱代表取締役会長
安藤 忠雄 建築家、東京大学名誉教授
加賀見 俊夫 ㈱オリエンタルランド

代表取締役会長兼CEO
桑野 和泉 ㈱由布院玉の湯代表取締役社長
澤田 秀雄 ㈱エイチ・アイ・エス取締役会長
島田 晴雄 千葉商科大学学長
須田 寛 東海旅客鉄道㈱相談役
富澤 秀機 テレビ大阪㈱代表取締役会長
成田 豊 ㈱電通最高顧問
星野 佳路 ㈱星野リゾート代表取締役社長
槇原 稔 三菱商事㈱相談役
ﾏﾘ･ｸﾘｽﾃｨｰﾇ 異文化コミュニケーター

（座長）

（座長代理）

（座長代理）

（参考）



観光庁の発足に当たっての観光立国に関する意見

平成20年6月20日
観光立国推進戦略会議

観光立国の早期実現に向けて、

１．観光庁は、観光立国の機運の盛り上げに務めるべき。その一環とし
て、教育の活用などにより観光立国に資する人材の育成を促進す
るべき。

２．観光庁は、従来の枠にとらわれない、いわゆる「役所らしくない役所」
になるべき。

３．観光は外交、産業、教育、環境、文化等各行政分野に密接に関係す
ることから、観光庁は、関係省庁との連携を今まで以上に強化し、
政府としての機能を総合的に発揮できるよう取り組むべき。

４．国、地方、民間の各関係者は、互いに連携しつつ、観光立国の実現
に向けた役割をしっかりと果たすべき。国は、各関係者が主体的・自
律的に観光立国に取り組めるよう、環境整備に務めるべき。

５．観光庁は、関係省庁と連携して、観光立国に係る中長期的な戦略、
特にインバウンドに係る中長期的戦略（2020年に2千万人を目標）

を策定するべき。

（参考）

観光立国推進戦略会議としては、ＷＧを活用して上記の必要な検討を
行い、再度議論することとする。


